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10月30日「新しい資本主義実現会議」で
医療・介護・障害福祉分野のさらなる賃上げを明記

政府の「新しい資本主義実現会議」（議⾧=石破茂首相）
は10月30日、新しい資本主義の発展・加速に向けた重点
施策を取りまとめた。今後、策定を目指す総合経済対策
に盛り込む予定。2024年度報酬改定による医療・介護・
障害福祉分野の処遇改善措置を「確実に届ける」と強調
した。併せて、さらなる賃上げに向けて、生産性向上・
職場環境改善を支援すると明記した。



２０２３年度自治体立病院の経営は４年ぶり
に赤字（９月２７日総務省資料）

経常収支比率は4年ぶりの赤字 修正医業収支比率はほぼ同じ



2024 年度病院経営定期調査
（日本病院会、全日本病院協会、日本医療法人協会の3団体の調査）

「2024年 6 月調査病院の経営状況（速報値）

一般病院（急性期）医業利益率はー2.0％、

一般病院（急性期）経常利益率はー0.1％と悪
化している



国立大学病院の収支 235億円赤字の見通し



10月10日 連合医
療介護部門連絡会

物価高騰に対する医療機関への財政支援を要請

10月８日 立憲民主党
酒井なつみ衆議院議員



１１月４日 看護PTと岸まきこ参議院議
員に要望書提出と意見交換

11月4日、衛生医療評議・看護問題対策委員会は、組織内議員の
岸まきこさんと、看護職場と医療をめぐる課題について意見交
換を行いました。

委員会からは、下記の内容について、国の対応を求めたいと意
見を述べました。

1.医療機関に対し、物価高騰に対する財政支援
2.へき地・離島における医療人材の確保のための財政支援
3.診療報酬による賃上げが確実に行われるよう、国によるさらな
る周知と、賃上げの継続とさらなる引き上げ

4.医療現場での労働基準法違反を解消するため、国として適切な
監督を強化

5.中途採用者の前歴換算の上限が設定されている医療機関の改善
6.カスタマーハラスメントに対する国の指針の策定

岸さんは、物価高騰による病院経営悪化は人件費削減につなが
り人員不足をさらに深刻化する可能性が高く、地域医療の維持
のため早急な対策が必要であると述べました。



2024春闘の状況と最低賃金について
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職場の賃金を確認し、下回る場合は引上げ要求
（特に非正規職員、会計年度任用職員など）

「定期昇給込み賃上げ」は、15,281円・5.10％
（2023年春闘3.58％、人勧0.96%）



2024確定闘争の重点課題
①給与の引き上げ改定を行うこと
②「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」への対応にあ
たっては、賃金水準の維持・改善の観点から独自の措置を講じ
ること
③38歳4級到達をめざして在級期間を短縮すること
④中途採用者の賃金改定を行うこと
⑤会計年度任用職員の期末・勤勉手当について、常勤同様の支給
月数とすること。また、給与改定にあたっては常勤職員と同様
に遡及改定を行うこと
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改定率差額２０２４年度勧告２０２３年度勧告号給職種

12.1%23,800220,000196,200１級２５号一般職（大卒）

12.8%21,400188,000166,600１級５号一般職（高卒）

11.8%26,900255,400228,500２級１１号看護師（４大卒）

12.1%24,600227,400202,800２級１号医療技術職（４大卒）

＊医療機関により初任給の級号は異なります
職場の初任給の級号を確認しましょう
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大くくり化
都府県と中核的な
市（県庁所在地及
び人口20万人以上
の市）で設定

7級地から5級地に
変更

激変緩和措置:引き
下げは4ポイント以

内に抑制

例:12％⇒４％今勧
告では８％とする

新支給割合支給率旧制度都市名都道府県
4%3%7級地⾧野市⾧野県
4%3%7級地松本市⾧野県
0%3%7級地諏訪市⾧野県
0%3%7級地伊那市⾧野県
0%3%7級地塩尻市⾧野県

新支給割合支給率旧制度都市名都道府県
4%3%7級地富山市富山県
4%3%7級地船橋村富山県
0%3%7級地内灘市石川県
0%3%7級地福井市福井県
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配偶者の扶養手当は2026年度に廃止
＊2025年度は経過措置で3,000円に引下げ

子の扶養手当は3000円引上げ
＊2025年度は経過措置で1,500円引上げ

寒冷地手当の月額を11.3％引き上げる
現在の区分と新しい区分・手当額を確認しましょう

寒冷地手当の見直し



中途採用者の賃金改定を行うこと

民間企業等での在職期間を原
則１００/１００で換算可能

2022年９月12日人事
院から通知

在級期間の短縮（５割）

最短昇格期間（１年）が可能

職務に応じて２級以上の初任
給格付け可能

自院の中途採用者の処遇について確認しましょう



会計年度任用職員の処遇改善
• 期末・勤勉手当の支給月数は常勤職員と同月数とすること
• 人事評価について、簡便な制度とし、勤勉手当の成績率に差をつけない
こと

• 類似する職務に従事する常勤職員と同じ給与表を適用すること
• 給与改定は、常勤職員と同様に４月遡及とすること
• 休暇制度については、常勤職員と同様にすること
＊特に病気休暇が無給の場合は有給化すること
まずは常勤職員と会計年度任用職員で異なる部分がないかチェック

• 公募によらない採用の上限がある場合は撤廃を求める

会計年度任用職員の組織化にも取り組みましょう
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入院基本料と
初再診料の引
き上げを財源
とする

外来・在宅
ベースアップ
評価料と入院
ベースアップ
評価料で

2.3％の賃上
げ財源（事業
主負担分含
む）

施設基準は、
保険医療機関

公立病院も対
象です



診療報酬による賃上げ取り組みの方針（2024.3.27）

•医療機関を組織化している全ての単組は、要求書を提出し、交渉、妥結
（書面化・協約化）を行う。

•医療機関で勤務する全ての職員の賃金を2.3％以上引き上げる。
＊人事院勧告とは切り分けて考える
全員一律月額手当を基本とする

• 6月から賃上げを実施する（遡及を含む）。
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ベースアップ評価料算定の状況（10.8時点）
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約８９％がベースアップ評価料を算定

76%

5%

1%

7%

0%

11%

ベースアップ評価料の算定について

６月から算定確認（263）

７月から算定確認（19）

８月から算定確認（5）

９月から算定確認（23）

12月から算定予定（1）

算定しない（37）

53%33%

7%
4% 3%

人勧との関係について

未定・検討中・未回答（197）

ベア評価料を人事院勧告に充てる方向で提案（105）

独自給与のため人勧はもともと実施せず（23）

ベア評価料を人事院勧告に充てるで確定（12）

人事院勧告とは別で実施（8）

人勧とは別で実施は３％



賃上げの例
• 広島県S病院（一部事務組合 全部適用）
対象:医師を除くすべての職員（事務職や訪問看護STと無床診療所含む）
改善方法:月額手当
改善額:正規職員とフルタイム 9,300円
＊人事院勧告は別途対応する

・群馬県T地域医療企業団（2病院）（一部事務組合 全部適用）
対象:40才以上の医師以外の職員全員対象
改善方法:月額手当
改善額:11,000円
＊人事院勧告は別途対応の方向

• 福岡県Y病院（一部事務組合 全部適用）
対象:医師と事務職以外の職員全員対象
改善方法:月額手当
改善額:10,000円
独自給与のため人勧はもともと実施せず

・兵庫県A市民病院（全部適用）
対象:医師と事務職を除くすべての職員
改善方法:月額手当
改善額:正規職員とフルタイム 10,000円
＊人事院勧告は別途対応する
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• 福岡県K病院（独法）
対象:40歳以上の医師を除くすべての職員
（事務職含む）
改善方法:基本給を2.3％引き上げ
＊人事院勧告は別途対応の方向

• 兵庫県T市民病院（独法）
対象:医師以外の職員全員対象
改善方法:月額手当
改善額:11,000円
＊人事院勧告は別途対応の方向

• 兵庫県A市立市民病院（独法）
対象:すべての職員
（併設する訪問看護ステーション含む）
改善方法:月額手当
改善額:正規職員とフルタイム10,500円
＊独自給与のため人勧はもともと実施せず

• 福岡県O市民病院（独法）
対象:確認中
改善方法:月額手当
改善額:1～4級10,000円、
5級7000円、6級6000円、7級5000円
＊独自給与のため人勧はもともと実施せず



１１月５日 疑義解釈（その１４）

診療報酬改定による賃上げに際し、賞与等の業績変動部
分を除く賃金項目について引き下げてはならないとされ
ていましたが、人事院勧告による地域手当の引き下げや
扶養手当の段階的廃止が実施された後の人件費総額が実
施前よりも上回っていれば、ベースアップ評価料の要件
を満たしたものとされる

①賃金改定措置をしなかった場合の賃金総額
②賃金改定措置と人勧実施したあとの賃金総額
②＞①であれば要件を満たす



１１月５日 疑義解釈（その１４）

賃金改善の期限が
2024年12月まで

2024年度末までに
延⾧



現時点で妥結できていない場合
•ベースアップ評価料未算定の場合は、まず算定させる

•賃上げの詳細や合意できない部分については、本部方針をベースに
確定期までの継続協議とする
（2025年3月末までに算定した月または、4月遡及対応が必要）

•人勧完全実施と人勧を超える賃上げを求める
＊例えば、賃上げ率2.5％を下回る層の賃上げ
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• ８月８日に2024年人勧で2.76％の官民格差が出されました。診療報酬の賃上
げ（ベア評価料）を人勧財源に充てる報告または継続協議の病院が多くあり
ました。人勧を踏まえ当局がどのような考えを持っているか確認のうえ、教
えてください。

• 右のQRコードを読み取りご回答ください



組織強化・拡大にむけた取り組み
自治労全体の組合員数は減少を続け、コロナ禍で従来通りの活動が難しい状況が続いたこと
も影響し、昨年度はこれまでにない減少数となっています。衛生医療職場は入れ替わりの多
い職場のため、新規採用者の組合加入が非常に重要となります。

• 新規採用者の１００％加入にむけて、粘り強く働きかけをしましょう
• 全体の未加入者対策も必要
• 高年齢層職員の組織化（役職定年者、再雇用・再任用職員）
• 会計年度任用職員（非常勤職員）の組織化（手引きの活用）
• じちろう共済やマイカー共済の積極的な活用
• 組合加入しない人の話をよく聞きましょう（現状把握）
• 普段の組合活動や成果を組合員に見せていきましょう（教宣）
• 交流会の再開検討
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次年度の新規採用者の加入率増にむけて、今年度の評価を行い
今から準備しましょう!
賃上げの取り組みを組合員に周知し、組合の必要性を認識してもらいましょう



次期参議院選挙に岸まきこさん擁立
「岸まきこ」さんと現場組合員が医療現場の課題について意見交換
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5類見直し後のコロナ対応や看護師の処遇、公立病院の
再編統合問題、夜勤、定年引上げなど課題を共有

2023.9中国地連幹事会 2023.11東海地連幹事会

2023.10看護問題対策委員会

自治労は第97回定期大会（2023年８月）で、2025年７月の第27回参議院選挙において、現参議院議員の
「岸まきこ」（岸真紀子）さんを全国比例区から自治労組織内候補として擁立することを決定



「岸まきこ」の取り組み
• 各県本部の方針に沿って対応
• 推薦決定（できるだけ早い対応お願いします）＊単組、支部、分会、評議会も
• 機関紙に岸まきこ教宣素材の活用
• 各幹事会や集会での周知や組合員に対して声かけ3回行う
• 岸まきこ公式LINEアカウント登録
• YouTubeチャンネルの登録と視聴、周知
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参議院議員(自治労組織内)

YouTube【きしまきちゃんねる】
～私たちの声を国会へ～ 衛生医療評議会×岸まきこ

■衛生医療評議会の課題①
(5分50秒)

■衛生医療評議会の課題③

(4分18秒)

■衛生医療評議会の課題②

(5分12秒)

今後も動画を随時発信していきます!



今後のスケジュール
2024年
• 11月15日（金） 第2回レベルアップ講座WEB
• 11月下旬 衛生医療評議会全国組合員アンケート

（回答〆切2025年1月20日）
• 12月13日（金）13時～14日（土）13時 地域保健・精神保健セミナー

東京:TOC有明（ハイブリット開催）
2025年
• 2月22日（土） 13時～ 23日（日）13時 地域医療セミナー

東京:TOC有明（ハイブリット開催）
• 3月14日（金） 13時～16時 第３回レベルアップ講座WEB
• 4月25日（金） 13時～16時 第４回レベルアップ講座WEB
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